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諮問庁：文部科学大臣 

諮問日：令和５年３月２７日（令和５年（行情）諮問第２９２号） 

答申日：令和５年１０月５日（令和５年度（行情）答申第３７２号） 

事件名：科学技術情報センター構想をまとめた科学技術審議会情報部会の開催

記録の不開示決定（不存在）に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙に掲げる文書（以下「本件対象文書」という。）につき，これを保

有していないとして不開示とした決定は，妥当である。 
第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，令和４年９月２１日付け４文科振第５

５２号により文部科学大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が

行った不開示決定（以下「原処分」という。）について，その取消しを求

める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人が主張する審査請求の理由は，審査請求書の記載によると，

おおむね以下のとおりである。 

（１）審査請求人即ち開示請求者の請求内容 
本件審査請求人は，令和４年８月１８日に「昭和３２年に科学技術情

報センター法が制定されているが，この科学技術情報センター構想が当

時の科学技術庁の科学技術審議会の情報部会でまとめられているが，こ

の情報部会の開催記録に関する文書（例えば，会議開催の経緯・研究会

の議事録・調査内容・調査結果・会議議事録・会議開催年月日・出席者

名簿・提出書類・議会における想定問答集・検討書・報告書・国会議員

への説明資料等）（ＨＰ等で公開されている資料はその旨記載して下さ

い）。」旨の行政文書開示請求書を提出した。 
（２）行政文書不示決定通知書の記載内容 

これに対し，令和４年６月２３日に不開示決定を受領した。不開示と

した理由には，「請求文書については保有していないため，不開示とし

ました。」旨記載されている。 
（３）行政文書不示決定通知書の検討 

しかし，不開示決定は，違法かつ不当である。即ち，昭和３２年４月

２日参議院商工委員会会議録第１８号において，特定政府委員は，請求
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文書に関し，「この情報センターの構想についての原案は，調査普及局

の調査普及課が中心になりまして作ったわけでございますが，そのため

には，科学技術庁の中に科学技術審議会がございまして，その審議会の

中に情報部会というものを作りまして，情報部会で現在こういう問題に

ついての民間の理解ある権威者，あるいは学界，官庁方面にお集りを願

って，再三再四このセンターの構想について審議をいたしたわけでござ

います。なお，そのほかにドキュメンテーション懇談会というものを作

りまして，現に日本で情報活動をやっておりまする大学の先生，あるい

はそのほか民間の会社で特に目立ってやっておるところの方々，そうい

う方々を集めまして懇談会を作って専門的な問題については，そのいう

方々の意見を十分反映さしてこのような案を作ったわけでございます。」

旨述べているので，請求文書は存在しているはずである。もし，廃棄し

た場合は，作成年月日，保存期間及び廃棄年月日を明確にしていただき

たい。 
よって，法９条２項の規定に基づきなされた行政文書不開示決定（４

文科振第５５２号・令和４年９月２１日）を取り消すべきであるとの決

定を求める。 
第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 審査請求に係る行政文書等について 
本件審査請求に係る行政文書は，「昭和３２年に科学技術情報センター

法が制定されているが，この科学技術情報センター構想が当時の科学技術

庁の科学技術審議会の情報部会でまとめられているが，この情報部会の開

催記録に関する文書（例えば，会議開催の経緯・研究会の議事録・調査内

容・調査結果・会議議事録・会議開催年月日・出席者名簿・提出書類・議

会における想定問答集・検討書・報告書・国会議員への説明資料等）（Ｈ

Ｐ等で公開されている資料はその旨記載してください）」（本件対象文書）

である。 
本件対象文書につき，文書不存在を理由として不開示とした（原処分）

ところ，審査請求人から，昭和３２年４月２日参議院商工委員会会議録第

１８号に特定政府委員から科学技術情報センターの構想についての原案は

科学技術庁の科学技術審議会の情報部会で審議をした旨の発言があること

から，該当文書が存在するはずであるとして審査請求がなされたところで

ある。 
２ 本件対象文書の不開示情報該当性／本件対象文書の不存在／本件対象文

書の特定／不開示決定の理由について 
行政文書については，能率的な事務又は事務の処理及び行政文書の適切

な保存に資するよう，公文書等の管理に関する法律（平成二十一年法律第

六十六号）５条２項及び３項に基づき，保存期間及び保存期間の満了する
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日を設定することとなっている。 
そのため，文部科学省においては，内閣府の「行政文書の管理に関する

ガイドライン」に従い，文部科学省規則によって保存年限期間を定めてい

る。本件対象文書に関しては，別表１の一「法律の制定又は改廃及びその

経緯」の「②立案の検討に関する審議会等文書」としての保存期間は２０

年，六「関係行政機関の長で構成される会議（これに準ずるものを含む。

この項において同じ。）の決定又は了解及びその経緯」としても保存期間

を１０年と定めている。 
したがって，本件対象文書については保存期間を過ぎており，保有をし

ていない。実際に書庫等も捜索を重ねたが発見されなかった。なお，請求

人の求める廃棄の時期については，廃棄簿の保存年限も超過しており，廃

棄の記録についても保有しておらず不明である。 
３ 原処分にあたっての考え方について 

以上のことから，本件については不開示と決定を行ったところであり，

原処分は妥当である。 
第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 令和５年３月２７日  諮問の受理 

② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年８月３０日    審議 

④ 同年９月２８日    審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は，本件対象文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

これを保有していないとして不開示とする原処分を行った。 

審査請求人は原処分の取消しを求めているが，諮問庁は原処分を妥当と

していることから，以下，本件対象文書の保有の有無について検討する。 

２ 本件対象文書の保有の有無について 

（１）当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，諮問庁は，お

おむね以下のとおり説明する。 

ア 文部科学省においては，内閣府の「行政文書の管理に関するガイド

ライン」に従い，文部科学省規則によって保存年限期間を定めている。

本件対象文書は，別表１の一「法律の制定又は改廃及びその経緯」の

「②立案の検討に関する審議会等文書」として保存期間を３０年（平

成２７年１０月１日改正以降は２０年）と定めたもの又は六「関係行

政機関の長で構成される会議（これに準ずるものを含む。この項にお

いて同じ。）の決定又は了解及びその経緯」として保存期間を１０年

と定めたものに該当する。 
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イ したがって，本件対象文書については本件開示請求時点では既に保

存期間を過ぎており，保有をしていない。実際に書庫等も捜索を重ね

たが発見されなかった。なお，審査請求人の求める廃棄の時期につい

ては，廃棄簿の保存期間は３０年（平成２７年１０月１日改正以降は

２０年）と定められており，廃棄の記録についても保有しておらず不

明である。 
ウ 文部科学省の担当課において，改めて執務室及び書庫及び共有フォ

ルダ等を探索したが，該当する行政文書の存在は確認できなかった。 

（２）以下，判断を行う。 

諮問庁から「文部科学省行政文書管理規則」の提示を受け確認すると，

文書の保存期間に関する記載は諮問庁の説明するとおりと認められる。 

文部科学省において本件対象文書の保有は認められなかったとする上

記諮問庁の説明に特段不自然・不合理な点があるとはいえず，これを覆

すに足る事情も認められない。 

また，探索の範囲等が不十分であるともいえない。 

したがって，文部科学省において本件対象文書を保有しているとは認

められない。 

３ 審査請求人のその他の主張について 
審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

４ 付言 

本件不開示決定通知書には，不開示とした理由について，「請求文書に

ついては保有していないため，不開示としました。」と記載されていると

ころ，一般に，文書の不存在を理由とする不開示決定に際しては，単に対

象文書を保有していないという事実を示すだけでは足りず，対象文書を作

成又は取得していないのか，あるいは作成又は取得した後に，廃棄又は亡

失したのかなど，なぜ当該文書が存在しないかについても理由を示すこと

が求められる。 

したがって，原処分における理由提示は，行政手続法８条１項の趣旨に

照らし，適切さを欠くものであり，処分庁においては，今後の対応におい

て，上記の点について留意すべきである。 

５ 本件不開示決定の妥当性について 
以上のことから，本件対象文書につき，これを保有していないとして不

開示とした決定については，文部科学省において本件対象文書を保有して

いるとは認められず，妥当であると判断した。 

（第５部会） 

委員 藤谷俊之，委員 石川千晶，委員 磯部 哲 
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別紙 

（本件対象文書） 
昭和３２年に科学技術情報センター法が制定されているが，この科学技術情

報センター構想が当時の科学技術庁の科学技術審議会の情報部会でまとめられ

ているが，この情報部会の開催記録に関する文書（例えば，会議開催の経緯・

研究会の議事録・調査内容・調査結果・会議議事録・会議開催年月日・出席者

名簿・提出書類・議会における想定問答集・検討書・報告書・国会議員への説

明資料等）。 


